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１．はじめに  

 全国の自治体で整備が進んでいる各種の防災情報

が，十分に利活用されていないことが指摘されてい

る 1)．牛山らは 2005 年に実施した全国の自治体に対

するアンケート調査結果の中で，浸水想定区域内に

指定避難場所があった市町村のうち 30%が，洪水ハ

ザードマップ作成後に指定避難場所を変更したと報

告している 1)．そこで本研究では，ハザードマップの

利活用状況を把握するための第一段階として，浸水

想定区域内に立地する公共建築物および避難施設数

の割合を示す指標を提案する．さらに千葉県内の市

町村を対象として提案指標を推計し，特徴ある指標

値が得られた 5 つの自治体について，自治体の取り

組みや想定される避難人数と関連付けて検討する． 

２． 使用データと入手先 

(1) 浸水想定区域： 千葉県の浸水想定区域を図 1 に

示す．同図は，GIS データを入手できた国土地理院基

盤情報データの行政区画境界線 2)と国土政策局の浸

水想定区域データ 3)を用いて著者らが作成した． 

(2) 公共建築物・避難施設・人口： 千葉県および各

市町村のホームページ 4), 5)において，所在地が記載さ

れた公共建築物と避難施設を対象とした．対象とし

た公共建築物 4036 件の内訳は，公民館，警察署（交

番を含む），小学校，幼稚園，保育園，消防署，中学

校，高校，市役所，分庁舎，青年館，福祉センター，

連絡所，出張所，屋内プール，図書館，病院，資料館

である．公共避難建築物は，避難場所（一時的に避難

する施設）と避難所（一時的に滞在する施設）に指定

された公共建築物とした．また，各市町村の人口と地 

区内の人口は e-Stat の公表データ 6)を用いた． 

３．浸水想定区域内の公共建築物 

 市町村ごとの浸水面積比と浸水公共建築物比を式

(1)と(2)に示すように定義し，それらの推計した結

果を図 2 に示す． 

ここに，各市町村および浸水想定区域の面積は GIS

のメッシュ分割機能を用いて評価した．浸水想定区

域内の公共建築物数は GIS 上に図示した公共建築物

を計数した．図2より浸水面積比が高い市町村ほど，

浸水公共建築物比も高い傾向にある．以降では，浸水

面積比が 35%を超える 5 自治体（A，B，C，D，E）

に着目して分析する． 

４．浸水面積比 35%超の 5自治体の特徴 

 表 1 に対象 5 自治体の諸元，図 3 に 1 避難施設あ 
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    浸水面積比(%) =
浸水想定区域の面積

市町村の面積
× 100  (1) 

    浸水公共建築物比(%) 

                =
浸水想定区域内の公共建築物数

公共建築物数
× 100 

(2) 

図 2 浸水面積比と浸水公共建築物比の関係 

図 1 千葉県の浸水想定区域 
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たりの平均避難人数を示す．浸水想定区域内の人口

は各自治体内の地区人口密度に浸水区域面積を乗じ

て推計した．地区人口密度は人口を GIS のメッシュ

分割機能を用いて評価した地区面積で除して求めた．

1 避難施設あたりの平均避難人数は浸水想定区域内

の人口を浸水想定区域外の施設数で除した．自治体

ごとの浸水面積比と式(3)で推計した浸水公共避難建

築物比の対応を図 4 に示す．自治体 D と E では災害

別に避難施設を指定しており 5)，風水害時の公共避難

建築物による結果も併記している． 

     浸水公共避難建築物比(%) 

           =
浸水想定区域内の公共避難建築物数

公共避難建築物数
× 100 

(3) 

なお，浸水想定区域内の公共避難建築物数は GIS 上

に図示した公共避難建築物を計数した．  

対象 5 自治体について，図 2～4 および表 1 と地域

防災計画 5)から把握した主な特徴を以下に記す． 

(1) 自治体 A： 浸水想定区域内に位置する建築物数

が最も高く評価された（浸水公共建築物比 68%，浸

水公共避難建築物比 70%）が，1 避難施設あたりの平

均避難人数は 5 自治体で最も少ない． 

(2) 自治体 B： 浸水公共避難建築物比は 0%であり，

浸水想定区域内の公共建築物は避難施設に指定され

ていない．また，浸水想定区域外の避難施設は，全て

自治体が管理する建築物である． 

(3) 自治体 C： 浸水想定区域外の全避難施設 25 件

の 40%にあたる 10 件が公共建築物ではない． 

(4) 自治体 D： 浸水想定区域外の全避難施設 76 件

の 50%にあたる 38 件が公共建築物ではない．また,  

浸水公共避難建築物比は 50%であるが，風水害に限

定すれば 30%へ低下する．なお，1 避難施設あたりの

平均避難人数は 5 自治体で最も多い．  

(5) 自治体 E： 浸水想定区域外の全避難施設 40 件

の 33%にあたる 13 件が公共建築物ではない．また，

浸水公共避難建築物比は 45%であるが，風水害に限

定すれば 29%へ低下する． 

 自治体 C，D，E では，公共建築物に加えて民間施

設や公園等を避難施設に指定しており 5)，上述した結

果と対応している．  

５．おわりに 

 浸水想定区域と公共建築物および避難施設の立地

状況を対応付ける 3 つの指標を提案した．千葉県内

の市町村に適用した結果，自治体面積に対する浸水

想定区域の面積の割合（浸水面積比）が比較的高い 5

自治体について，浸水想定区域内の公共建築物およ

び避難施設数を示す指標（浸水公共建築物比，浸水公

共避難建築物比）や避難人数を推計し，自治体の対応

と関連付けて現状の概略を把握することができた．

今後は他の自治体についても調査する予定である． 
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表 1 浸水面積比 35%超の 5 自治体の諸元 

※全施設＝公共建築物＋その他（民間施設，公園など） 

A 19.89 6,133 27 7.62 2,348 18 6 4 2
B 32.66 21,228 19 17.93 7,550 5 11 11 0
C 43.02 131,606 83 15.90 37,824 18 25 15 10
D 56.92 481,732 164 25.95 295,122 89 76 38 38
E 103.45 152,704 144 61.24 71,808 46 40 27 13
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図 4 浸水面積比と浸水公共避難建築物比 

図 3 1 避難施設あたりの平均避難人数と総人口 
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